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１．管理運営の基本方針 

（１）施設の設置目的、機能 

栗東市体育施設等は、本市のスポーツ及びレクリエーションの振興と市民の文化

教養及び体力向上を図り、あわせて心身の健全な発達を促進し、公共の福祉の増進

に資することを目的として開設された施設です。 

（２）管理運営 

    季節等により利用者が変動するなどの管理業務量の変動を考慮し、より効率的な

組織・体制での運営に心がけるとともに、運営コストを常に意識し、経費の縮減に

努めること。施設の管理運営については、利用者の安全性・利便性確保のために必

要な人員数を配置するとともに、専門的な知識・経験を要するところには必要な人

員を配置すること。 

（３）施設の維持管理 

    施設の機能を十分に発揮でき、利用者が安全かつ快適に利用できるよう適切に管

理するとともに、施設の美観的、機能的、経済的損失を最小限にとどめるよう点検、

補修及び清掃等を適切に行うこと。また、施設が公の施設であることを十分に認識

するとともに、業務従事者に対し職業倫理やコンプライアンス等の順守を徹底さ

せること。 

（４）利用者等の要望・苦情等への対応 

    地域住民や利用者の要望・苦情等については、迅速かつ適切に処理するとともに、

管理運営に反映させること。また、その内容及び対応については、速やかに市に報

告すること。これらの手順については、マニュアルとしてまとめておくこと。 

（５）平等利用 

    正当な理由がない限り市民が施設を利用することを拒んではならず、また、施設

の利用に対して不当な差別的扱いをしてはならない。 

（６）情報公開 

    施設の管理運営を行うにあたって作成し、又は取得した文書等については、個人

情報などあらかじめ非公開情報として定めているもの以外は、公開を求める者に対

して、これを開示すること。 

（７）市の計画に沿った管理運営 

「第六次栗東市総合計画」等、市の定めたスポーツ振興にかかる基本計画を熟知し、

これらの計画に沿った管理運営を行い、利用促進に努めること。 

（８）モニタリング 

    利用者等に対して施設の管理運営についてのアンケート調査を行うなど、施設に

対するニーズ等の把握を行い、この結果について、速やかに市に報告すること。 

（９）市民サービスの向上 

    市民サービスの向上につながる業務を創意工夫して行い、利用者の満足度を高め

ていくこと。 

（１０）利用促進 

    催事にあわせたイベントの企画、講座の開催や各種大会の誘致活動など、施設の

利用促進につながるような活動を継続して実施するとともに、広報活動を通して利

用者に必要な情報提供に努めること。 
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（１１）地域住民や他施設等との連携 

    地域住民やスポーツ関係団体等などと連携をとり、施設の円滑な管理運営に努め

ること。なお、平谷球場については、目的又は用途を妨げない限度において、周辺

施設の利便に供するよう連携を図ること。 

（１２）環境への配慮 

事業活動が環境に及ぼす影響を十分認識した環境負荷の抑制や省エネルギーなど

環境と調和した行動に努めること。 

施設の法定点検、施設点検等の実施及び報告をすること（施設の環境マネジメン

トシステムの運用における必要な記録を含む）。 

（１３）障がい者福祉の推進 

    障がいがあることを理由とした差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障

がい者への適切な対応を行い、障がい者の雇用拡大や障がい者就労施設等からの物

品の調達など、障がい者福祉の推進に努めること。 

（１４）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

    施設の管理運営にあたっては、ＳＤＧｓの考え方を積極的に取入れること。 

 

２．施設の概要 

①栗東市民体育館・栗東運動公園 

（１）所 在 地  栗東市川辺 390-1 

（２）設置時期  ・第 1 アリーナ：昭和 53 年 9月 

・第 2アリーナ：昭和 56年 3 月 

・グラウンド：昭和 49年 4 月 

・テニスコート：昭和 57年 3 月 

（３）施  設  ◇栗東市民体育館（栗東運動公園内） 

構  造 鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造 

延床面積 3,601.9 ㎡ 

概  要 体育館【第 1アリーナ（バスケットボール 2面分、2 階

観覧席 500 席）、第 2 アリーナ（バレーボール 1 面分）、

トレーニングルーム、会議室、更衣室、管理室、その

他】、駐車場（107 台市民体育館・運動公園共用） 

付属施設 ・自転車置き場 97.8 ㎡ 

・倉庫 129.6 ㎡ 

◇栗東運動公園内 

敷地面積 36,000 ㎡ 

概  要 運動公園【グラウンド（野球場 1 面分）、テニスコー

ト（ハードコート 2面）、その他】 

②治田西スポーツセンター 

（１）所 在 地  栗東市小柿一丁目 1-11 

（２）設置時期  昭和 62 年 4 月 

（３）施  設  構  造 鉄骨造 

敷地面積 1,280 ㎡ 
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延床面積 639.8 ㎡ 

概  要 体育館【バスケットボール 1 面分、更衣室、管理室、そ

の他】、駐車場（7台※別途駐車スペース 450 ㎡） 

付属施設 自転車置き場 15.3 ㎡ 

③十里体育館 

（１）所 在 地  栗東市十里 405-1 

（２）設置時期  昭和 60 年 4 月 

（３）施  設  構  造 鉄骨造 

敷地面積 1,670 ㎡ 

延床面積 611.6 ㎡ 

概  要 体育館【バスケットボール 1 面分、更衣室、管理室、そ

の他】、駐車場（500 ㎡共用） 

④平谷球場 

（１）所 在 地  栗東市観音寺 459-2 

（２）設置時期  昭和 55 年 5 月 

（３）施  設  敷地面積 36,905 ㎡ 

概  要 野球場（2 面分）、駐車場（60台） 

⑤野洲川体育館・野洲川運動公園 

（１）所 在 地  栗東市出庭 2083・野洲川河川敷 

（２）設置時期  ・体育館：昭和 61年 4月 

・ソフトボール場：昭和 55 年 8 月 

・陸上競技場：昭和 52年 10 月 

・テニスコート：昭和 63年 3 月 

・芝グラウンド：平成元年 4 月 

・グラウンドゴルフ場：平成 19 年 4 月 

（３）施  設  ◇野洲川体育館 

構  造 鉄骨造 

敷地面積 2,354 ㎡ 

延床面積 975.54 ㎡ 

概  要 体育館【バスケットボール 1 面分、会議室、更衣室、

管理室、その他】、駐車場（25 台） 

付属施設 自転車置き場 14.3 ㎡ 

◇野洲川運動公園 

敷地面積 104,500 ㎡ 

概  要 運動公園【ソフトボール場 3面、陸上競技場（公認 400m

トラック）テニスコート（砂入り人工芝 4 面）、グラ

ウンドゴルフ場、芝グラウンド（3面）、その他】、駐

車場（120 台） 

付属施設 陸上競技場倉庫 79.5 ㎡ 

⑥弓道場 

（１）所 在 地  栗東市荒張 896 
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（２）設置時期  平成 10 年 12 月 

（３）施  設  敷地面積 525 ㎡ 

概  要 射場 46.8 ㎡ 

※本施設は指定管理期間内に廃止を検討する予定であるため、令和 9

年 3 月末までの管理業務とする。 

 施設運営が延長された場合は、これにかかる指定管理料及び管理

運営体制等について、別途指定管理者と協議する。 

 

３．利用時間等 

（１）開館（園）時間 

・体  育  館  午前 9 時から午後 9時まで 

・屋外体育施設  午前 9 時から日没まで 

・有料公園施設（栗東運動公園・野洲川運動公園） 

  指定管理者が市長の承諾を得て定める時間 

（２）休館（園）日 

①毎週月曜日。ただし、国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定す

る休日に当たる場合は、その翌日以後の最初の休日でない日。 

②12月 29 日から翌年 1月 3 日までの日。 

③体育館・屋外体育施設において、指定管理者が必要と認めるときは、栗東市教育

委員会教育長の承諾を得て、開閉館（園）時間を変更し、又は休館日を変更し、

若しくは臨時に休館日を定めることができる。 

④都市公園施設において、指定管理者が必要と認めるときは、市長の承諾を得て、

開閉館（園）時間を変更し、又は休館日を変更し、若しくは臨時に休館日を定め

ることができる 

（３）利用の制限 

栗東市体育館の設置及び管理に関する条例（昭和 53 年条例第 27号）第 16条、栗

東市屋外体育施設の設置及び管理に関する条例（平成 3 年条例第 22 号）第 16 条、

栗東市都市公園条例（昭和 46年条例第 10 号）第 24 条の規定に該当するときは、利

用の許可はできないこと。 

 

４．業務の範囲及び留意事項 

（１）指定管理業務 

    体育館設置管理条例第 6 条、屋外体育施設設置管理条例第 6 条、都市公園条例第

11 条に規定する業務の範囲は、次のとおりとする。 

①各条例第１号業務 

ア．基本的な管理運営業務 

・総括責任者を１人配置すること。 

・労働関係法令を遵守するとともに、管理運営に支障がない勤務体制をとる

こと。 

・従事する職員は名札を着用すること。 

イ．職員への研修の実施 
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・職員の能力向上のために研修計画等を定め、必要な研修（業務研修、接遇

研修、コンプライアンス研修、人権問題研修等）を行うこと。 

ウ．事業計画書の作成 

・指定管理者が行う業務に関する事業計画書を毎年度作成し、年度が始まる

までに市に提出し、承認を得ること。 

エ．各種報告書の作成 

・この仕様書の「７．報告書の作成」を参照のこと。 

オ．第三者への再委託 

・清掃、警備といった個々の業務を第三者へ委託することはできるが、管理

に係る業務を一括して第三者へ委託することはできない。また、公の施設

の管理運営の主たる業務を委託することもできない。また、第三者に委託

した業務については、常に実施状況を把握するとともに、必要に応じて指

導するなど、責任をもって管理すること。 

カ．危険防止等のための施設の利用禁止及び制限 

キ．他都市からの行政視察及び見学者等への施設の説明 

ク．各種物品、消耗品の購入 

ケ．施設の管理運営に必要な整備車両・機器の確保 

コ．支払いなどの経理事務 

・指定管理者は、委託料と他の経費を区部して整理し、常にその収支を明ら

かにしておくこと。 

サ．光熱水費等の支払などの経理事務 

シ．文書等の管理及び保存 

・施設の管理及び事業を行うため、活動記録や経理に関する帳簿等必要な書

類を備えておくこと。また、指定管理業務を行うにあたり作成し、受領し

た文書等は、適正に管理・保管し、指定管理終了時に本市の指示に従って

引き渡すこと。 

ス．本市が推進する事業に伴う業務等 

  ・市より委託された事業の協議、計画及び実施に関する業務 

    本市が行うスポーツ振興事業である市民スポーツ大会や（仮称）馬に親

しむ日、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾋﾞｭｰｲﾝｸﾞの開催等に積極的にかかわり、本市とともに実施

者の立場として行うこと。 

スポーツ団体等（31 競技団体等）の育成及びスポーツ団体等育成事業の

継続に関すること。栗東市スポーツ少年団の育成・支援に関すること。 

  ・栗東市ロード競技三大会に関する業務 

   【栗東市ロード競技三大会・実行委員会】 

    ・くりちゃんファミリーマラソン大会 

    ・耐寒アベック登山大会 

    ・栗東駅伝クロカン in 野洲川 

    ・栗東市ロード競技三大会実行委員会・運営委員会・事務局会議の運営 

    ・その他、本施設の設置目的を達成するために必要なこと。 
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②各条例第２号業務 

ア．施設利用の予約受付、案内業務 

・体育館においては、受付カウンターに１人以上の職員を配置し、午前 9 時

から午後 7時の間、受付カウンターで受付及び案内業務を行う。 

・栗東市公共施設予約システムの運用及び市との連携業務。 

イ．施設の利用料金収納業務 

・栗東市体育館の設置及び管理に関する条例（昭和 53 年条例第 27 号）、栗

東市屋外体育施設の設置及び管理に関する条例（平成 3 年条例第 22 号）、

栗東市都市公園条例（昭和 46 年条例第 10 号）に基づく利用料金を受領し

たときは、指定管理者の収入とする。 

ウ．減免申請の受付等 

  ・栗東市公の施設の使用料等の減免の基準に関する規則及び栗東市公の施設

使用に関するスポーツ活動団体の使用料又は利用料の減免基準により実施

する。なお、減免を承認した使用料の補填は行わない。 

③各条例第３号業務 

   (1)施設の保守管理業務 

     施設を適切に運営するために、日常的に施設の点検を行い、仕上げ材の浮き、

ひび割れ、はがれなどが発生しない状態を維持し、かつ美観を維持すること。    

また、施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努めるとともに、建

築物等の不具合を発見した際には、速やかにその改善が図られるよう適切に対処

すること。 

   (2)施設及び敷地内清掃 

     施設の良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公の施設として快適な空間を保

つために必要な清掃業務を実施すること。また、作業時は、通行者や壁等にほこ

り、清掃用水等を飛散させないよう十分注意すること。 

ア．施設の環境を維持し、快適な環境保全を保つため、清掃業務を適切に行うこ

と。なお、必要とする用品は、指定管理者の負担とする。 

イ．施設の清掃時間、清掃頻度などは施設利用者の妨げとならないように行うこ

と。 

ウ．施設内の草刈りについては、利用者の利用頻度及び状況を予測し、利用者に

不便をかけないとともに、近隣住民からの苦情が出ないように年間計画を作

成し実施すること。 

エ．施設内の不法投棄については、持ち主が判別できれば投棄者が処理すること

が原則であるが、特定できない場合においては、指定管理者の責任において

処理すること。 

オ．施設内に植栽している植物については、利用者や近隣住民から苦情が出ない

ように常に良好な状態を保つこと。 

(3)設備等の保守点検 

     附属設備等の安全の確保及び適切な管理運営のために、次に掲げる保守点検等

の必要な処置を講じること。 

ア．附属施設の法定点検及び初期性能、機能保全のため、概観点検、機能点検、
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機器動作特性試験、整備業務等を行うこと。 

イ．故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速やか

にその改善が図られるよう適切に対処すること。 

   (4)駐車場管理 

     敷地内にある駐車場の車両の監視を行うとともに、必要に応じて車両の誘導を

適切に行うこと。また、大会が実施される等混雑が予想される際には、利用団体

等に対して誘導員の設置など対策について適切な指示を行うこと。 

    (5)警備業務 

     施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境を

確保した警備業務を実施するとともに、防火管理者を設置すること。 

      (6)野洲川運動公園における警戒体制時の対応 

     一級河川内の運動公園における警戒体制時に公園内の工作物の撤去等を本市と

ともに行うこと。また、毎年６月第１火曜日において、本市とともに工作物の撤

去訓練を実施するため、従事者は、施設の管理者として主体的に参加すること。 

（２）自主事業 

指定管理者は、施設のＰＲや施設の利用促進等を図るため、具体的に市が指定

する業務（指定管理業務）以外の新たな業務の実施を希望する場合は、申請の際

に提出する事業計画書で提案すること。なお、自主事業に係る費用については、

すべて指定管理者が負担するものとし、収入は指定管理者の収入とする。（ただ

し自主事業の利益は納付金の対象となる。） 

また、市民が参加しやすい自主事業の計画、実施及び現在実施中の事業の継続

に努めること。 

（３）引き継ぎ業務 

指定管理期間終了後、指定管理者が交代する場合は、前任者が承諾した貸館業務

を引き継ぐものとする。また、本市の立ち会いのもとに、利用者等に支障を来さな

いように、業務及び書類・情報を引き継ぐものとする。 

 

５．職員の確保 

   「４．業務の範囲及び留意事項」を実施するために必要な業務執行体制を確保する

とともに、労働基準法等関係法令を遵守し、市民サービスの向上と効率的な施設運営

を行うために適正な人数の職員を配置すること。 

 

６．委託料の実績 

  施設の管理運営に係る委託料の実績額は、次のとおりである。 

 

収入項目  内訳 R3 R4 R5 R6 

委託料 指定管理料 55,400,000 55,400,000 55,400,000 55,400,000 

利用料金 施設利用料金 22,097,795 24,556,097 24,227,110 25,151,427 

繰越金           

自主事業収入   5,660,000 7,507,600 7,326,700 7,265,000 
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その他           

合計   83,157,795 87,463,697 86,953,810 87,816,427 
      

支出項目  内訳 R3 R4 R5 R6 

人件費 給与・手当・賃金・福利厚生等 56,373,210 55,832,052 60,622,012 64,387,718 

事業費 修繕費・光熱水費・賃借料・保険料等 18,915,344 22,685,619 20,642,036 22,788,965 

租税公課   3,742,502 3,810,299 5,407,389 5,353,900 

投資活動支出   0 0 0 0 

繰越金           

自主事業支出   4,781,232 5,010,373 5,538,883 4,397,750 

合計   83,812,288 87,338,343 92,210,320 96,928,333 

 

７．報告書の作成 

（１）業務報告書 

次の事項を記載した業務報告書を作成し、毎四半期ごとの翌月 10 日までに本市に

提出すること。 

①管理業務の実施状況等を記載した業務報告 

②施設ごとの利用件数、利用者数及び施設利用料金 

③施設ごとの減免件数、減免人数及び減免額 

④自主事業の実施状況 

⑤その他特に報告を求めるもの 

（２）事業報告書及び収支報告書 

毎会計年度終了後、事業報告書及び収支報告書を翌年度 4月 30日までに本市に提

出しなければならない。 

（３）その他の報告書の提出 

毎月の管理業務の実施状況及び利用者数が確認できる報告書を作成し、翌月 10日

までに本市に提出すること。 

 

８．管理運営経費の精算 

   毎会計年度終了後に提出する収支報告書において、市の支払総額と指定管理者が管

理運営に要した費用の総額に差が生じた場合でも、差額は精算しないものとする。 

 

９．施設等の修繕の費用負担 

  委託料の範囲内で施工できる施設及び設備等の軽微な修繕等については、指定管理

者の負担とする。また、施設等の改造や委託料の範囲内では困難な修繕等については、

市と指定管理者で協議の上、定めることとする。なお、施設等の損傷が指定管理者の

責めに帰すべき事由により生じたときは、指定管理者の負担とする。 

 

１０．一部管理施設の共有 

本市は、指定管理者の管理施設である栗東市民体育館の一部を他の団体に年間を通
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じて使用を許可していることから、指定管理者はこれを承諾するものとする。 

①他の団体が年間を通じて使用するにかかる光熱費等の諸経費については、指定管

理者と他団体が直接協議して決定するものとする。 

②他団体が年間を通じて指定管理者の管理施設の一部を使用する場合は、その施設

の管理責任は使用者に所在する。 

 

１１．調査、監督 

  市が行う管理状況の把握のための調査、それに基づく是正措置についての指示等に

ついては、正当な理由なく、調査又は報告、資料の提出及びその是正措置についての

指示等を拒否することはできない。 

 

１２．指定管理者に対する監査 

   指定管理者が行う施設の管理に係る出納関連の事務について監査を行うことができ

る。 

 

１３．物品の帰属等 

（１）委託料により購入した備品は、本市の所有に帰属するものとする。 

（２）本市の所有する備品について、栗東市財務規則に定める備品台帳を添えて、その保

管にかかる備品を整理し、廃棄等を行う場合は市と協議するとともに、移動につい

ても定期的に本市に報告しなければならない。 

（３）本市が貸与する備品において、故意又は過失により破損又は滅失した場合は、本市

に報告し、自己の費用により購入又は調達することとする。 

（４）指定期間中備品等は、常に良好な状態を保たなければならない。 

 

１４．安全管理 

  事故の防止や防犯については、保安警備に努めるなど利用者が安心して利用できる

環境を確保すること。 

 

１５．緊急時の対応 

①緊急時に備えて常に全体及び施設ごとに緊急体制を整え（職員緊急体制図を作成）、

事故や地震その他災害等緊急時の対策については、日頃から必要な訓練を行うとと

もに、事故や地震その他災害時等には利用者を適切に避難誘導すること。また、事

故や地震その他災害等が起こった場合は本市に報告すること。 

②気象庁等から各注意報が発令された場合は、万が一に備え準備を行い、大雨警報、

洪水警報、強風警報等が発令された場合には、施設状況を把握し、適切な対応をと

ること。また、野洲川運動公園においても、常に野洲川の水位を把握し、気象庁等

から各注意報が発令された場合は、万が一に備え準備を行い、大雨警報、洪水警報

が発令された場合には、状況に応じて適切な対応をとること。 

 

１６．災害等発生時の対応 

   市が示す「指定管理者制度導入施設における 災害対応の手引き・指針」に基づき、
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災害等発生時の体制を整備するものとする。 

（１）栗東市地域防災計画に位置付けられている公の施設を管理運営する指定管理者は

災害等の発生時における市による施設の使用に関して、市との間で災害時等におけ

る施設利用の協力に関する協定を締結し、災害等の発生時には当該協定に基づき適

切に対応すること。 

（２）指定管理者は、前項で定めるもののほか、災害等が発生した場合において、指定

管理施設における被災者の援助活動等の実施について本市が協力の要請を行ったと

きは、指定管理者は当該要請に協力するよう努めるものとする。 

 

 

１７．個人情報の保護 

個人情報の保護について、個人情報の保護に関する法律及び栗東市個人情報保護法

施行条例のほか、別紙１の「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

   指定管理者でなくなったり、又は従事者が職務を退いた後も同様とする。 

 

 

１８．リスク分担 

  市と指定管理者で負担するリスク分担については、別紙２のとおりとし、規定した

事項以外のことが発生するなど疑義が生じた場合は、双方の協議によるものとする。 

 

１９．損害賠償 

  管理業務を実施中に故意又は過失により本市又は第三者に対して損害を与えたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

 

２０．法令等の遵守 

  管理にあたっては、次に掲げる法令等に基づき実施しなければならない。 

 ①地方自治法 

②労働関係法 

③消防関係法 

④建築基準法 

⑤個人情報保護に関する法律 

⑥栗東市個人情報保護条例 

⑦栗東市体育館の設置及び管理に関する条例 

⑧栗東市体育館の管理及び運営に関する規則 

⑨栗東市屋外体育施設の設置及び管理に関する条例 

⑩栗東市屋外体育施設の管理及び運営に関する規則 

⑪栗東市都市公園条例 

⑫栗東市都市公園の管理及び運営に関する規則 

⑬その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

※法令に定めのない事項について疑義が生じた場合の措置については、その都度本

市と協議して決定するものとする。 
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２１．協定の締結 

  管理の基準、業務の範囲など条例で定める事項のほか、業務執行上必要となる事項

を両者で協議し、概ね次の事項について協定を締結する。協定の締結期間は原則とし

て単年度とする。 

  ア 指定管理者に管理させる施設、管理業務の内容 

  イ 報告書の作成、提出 

  ウ 調査、監督等 

  エ 指定期間、委託費の額、納付金の支払い等 

  オ 利用料金、物品の帰属 

  カ 施設等の原形変更の承認、原状回復 

  キ 損害賠償、非常事態時の対応、リスク分担 

  ク 管理業務の一括委託等の禁止、権利譲渡の禁止、他の業者等への委託の取扱い 

  ケ 指定の取消し、管理業務の停止 

  コ 秘密の保持、個人情報の保護、情報の公開 

  サ 文書等の保存、管理業務の引継ぎ 

  シ その他施設の規模、設置目的等必要な事項 

 

２２．資料の閲覧 

施設の図面は、栗東市教育委員会スポーツ・文化振興課で閲覧できます。 
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別紙１ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 受注者は、この契約による業務（以下「本件業務」という。）を処理するに当た

っては、個人情報（特定個人情報を含む。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、個人

の権利利益を侵害することのないように個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。特定個人情報及び個人番号を取り扱うときは、行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）を含む。）そ

の他関係法令を遵守し、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 受注者は、本件業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に利用してはならない。なお、この契約が終了し、又は解除された後において

も同様とする。 

 （従事者等への監督及び教育） 

第３条 受注者は、この契約による個人情報の取扱いに係る業務の責任者及び従事者（以

下「従事者等」という。）に対し、個人情報の適正な取扱いについて必要かつ適切な監

督及び教育を行わなければならない。 

 （収集の制限） 

第４条 受注者は、本件業務を処理するために個人情報を収集するときは、その目的を達

成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第５条 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、本件業務に関して知り得た

個人情報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 （安全管理措置） 

第６条 受注者は、本件業務に係る個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人

情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 （持出しの禁止） 

第７条 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、本件業務を処理するために

必要な範囲を超えて、受注者が本件業務に係る個人情報を取り扱う作業場所から個人情

報を持ち出してはならない。 

 （複写等の禁止） 
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第８条 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、本件業務を処理するために発注者か

ら提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただ

し、本件業務を効率的に処理するため、受注者の管理下において使用する場合はこの限

りでない。 

 （再委託の禁止等） 

第９条 受注者は、本件業務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、発注者

が書面により承諾した場合を除き、その取扱いを再委託先（再委託先が受注者の子会社

である場合を含む。）に委託してはならない。なお，再委託した業務をさらに委託する

場合も同様とする。 

２ 受注者は,前項の規定による承諾を受ける場合は、業務の着手前に、書面により再委託

する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 受注者は、発注者の承諾に基づき本件業務の全部又は一部を再委託先に委託する場合

は、再委託先に対して本特記事項における安全管理措置を講じさせなければならない。 

 （資料等の返還等） 

第１０条 受注者は、本件業務を処理するために発注者から提供を受け、又は受注者が収

集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記載又は記録された資料等をこの契約が終

了し、又は解除された後直ちに発注者に返還し、又は引き渡さなければならない。ただ

し、発注者が別に指示したときは、当該指示した方法により処理するものとする。 

 （従事者等の明確化） 

第１１条 受注者は、従事者等を明確にし、発注者から求めがあったときは、発注者に報

告しなければならない。 

 （作業場所の特定） 

第１２条 受注者は、本件業務に係る個人情報を取り扱う作業場所を特定し、発注者から

求めがあったときは、発注者に報告しなければならない。 

 （報告義務） 

第１３条 受注者は、発注者から求めがあったときは、この契約の遵守状況について発注

者に対して報告しなければならない。 

（事故発生時における報告） 

第１４条 受注者は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそ

れがあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、その指示に従わなければなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

２ 受注者は、本件業務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損その他の個人情報の安全の
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確保に係る事態が生じたときは、直ちに当該事態が生じた旨を発注者に報告しなければ

ならない。この契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

 （調査等） 

第１５条 発注者は、受注者が本件業務に関し取り扱う個人情報の管理状況等について、

実地に調査し、又は受注者に対して必要な報告を求めることができる。 

 （指示） 

第１６条 発注者は、受注者が本件業務を処理するために取り扱っている個人情報につい

て、その取扱いが不適当と認められるときは、受注者に対して必要な指示を行うことが

できる。 

 （契約解除） 

第１７条 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、

契約の解除をすることができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、発注者

に対してその損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第１８条 受注者（受注者の再委託先及び受注者の再委託先の業務従事者を含む。）の責

めに帰すべき事由により、本件業務に関する個人情報の漏えい、不正利用その他の事故

が発生した場合、受注者はこれにより発注者又は第三者に生じた損害を賠償しなければ

ならない。 
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別紙２ 

指定管理者による施設の管理運営上のリスク分担表 （負担者側に○） 

種 類 内 容 
分担者 

市 指定管理者 

物価・金利 物価変動による人件費、物品等経費の増及び金利変動によ

る経費の増 
 ○ 

需要の変動 当初の見込みと異なる状況の発生 

（利用者減による利用料金の減など） 
 ○ 

法令の変更 事業者一般を対象とした法令変更に伴う経費  ○ 

指定管理者の行う業務に直接かかわる法令変更に伴う経

費 
○  

税制の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制の変更 ○  

法人としての指定管理者に直接かかわる法令の変更  ○ 

その他の制度

変更 

市の条例・規則等の廃止その他市の行財政運営上の決定に

よる制度変更等による経費 
 ○ 

上記の内、公の施設の廃止その他、指定管理者制度に直接

かかわる制度変更等による経費 
○  

施設・設備・物

品等の修繕及

び損傷 

指定管理者の管理上における瑕疵及び指定管理者の責め

に帰すべき事由による施設・設備・物品等の損傷 
 ○ 

上記以外の施設・設備・物品等の損傷 

（修繕に係る費用が１件当たり３０万円以上の場合に限

る。） 

○  

修繕に係る費用が１件当たり３０万円未満の場合  ○ 

 

第三者の行為から生じた小規模（注１）なもので相手方が

特定できないもの 
 ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので相手方が特定

できないもの 
○  

施 設 の 休 館

(場) 

施設・設備の修繕にかかる工事等により、長期間施設を休

館（場）する場合 
両者の協議による 

資料等の損傷 

 

指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じた小規模（注１）なもので相手方が

特定できないもの 
 ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので相手方が特定

できないもの 
○  

サービス水準 

 

協定等に定めた管理運営サービスの要求水準と比した実

績との著しい乖離 
 ○ 

協定等に定めた管理運営サービスの要求水準を担保する

ことが不可能な仕様書等の瑕疵 
○  
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管理運営上の

事故等に伴う

損害賠償 

施設管理上の瑕疵による事故又は指定管理者の責めに帰

すべき行為により利用者に損害を与えた場合又は臨時休

業に伴う損害 

 

○（市が

求償権を

行使） 

 

騒音、振動、悪臭の発生等施設の管理上において周辺住民

等第三者の生活環境を阻害し損害を与えた場合  

○（市が

求償権を

行使） 

市の事故等特別の事情により、施設の管理運営業務の継続

に支障が生じた場合、若しくは特殊の事情により管理運営

サービスの水準及び業務内容の変更をした場合の経費 

○  

 上記以外の場合 両者の協議による 

運営費の上昇 指定管理者側の要因による運営費用の増大  ○ 

市側の要因による運営費用の増大 ○  

債務不履行 市が協定内容を不履行 ○  

指定管理者が業務及び協定内容を不履行  ○ 

住民及び施設

利用者の対応 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者等か

らのクレーム及び建設的提案・意見への対応 
 ○ 

上記以外の、協定書の検討及び見直しに至るような意見へ

の対応 
○  

施設の競合 競合施設による利用者減、収入減  ○ 

不可抗力 天災、人災、疾病・感染症の大流行など市や指定管理者の

責めに帰すことができない事由による業務の変更、中止、

延期又は臨時休業 

両者の協議による 

個人情報の保

護 

指定管理者の責めに帰すべき事由により情報が漏洩し、又

はこれに伴う犯罪の発生 
 ○ 

事業終了時の

費用 

指定期間の満了又は期間中途における業務の廃止に伴う

撤収費用 
 ○ 

 

注１「小規模」：修繕費用等の１件の限度額は、５万円（消費税及び地方消費税を含む）未

満の額とする。 

※協定書本文に記載の項目の再掲を含む。 

※上記以外のことで疑義が生じたときは、両者協議のうえ、定めるものとする。 

 

 

 


